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研究成果の概要（和文）：子どもの睡眠習慣質問票日本語版について、日本での標準化を完了し電子媒体での評
価システムを構築した。睡眠時間に着目した認知行動療法の技法を教育資材として、webを利用したアプリケー
ションとしてサーバ側のバックエンドシステムと端末側のフロントエンドシステムを構築し完成させた。検証課
題であった紙媒体と比較した即時性や費用について、費用と時間の優位性を認めた。

研究成果の概要（英文）：We completed the validation of the Japanese version of the Children's Sleep 
Habits Questionnaire in Japan and constructed an evaluation system in electronic media. And we 
completed the construction of a back-end system on the server side and a front-end system on the 
terminal side as a web-based application to use cognitive behavioral therapy techniques focused on 
sleep duration as educational materials. The system was verified to have superiority in terms of 
cost and time in terms of immediacy and cost compared to paper media, which was an issue to be 
verified.

研究分野： 小児睡眠障害

キーワード： 小児　睡眠障害　認知行動療法　CSHQ-J
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研究成果の学術的意義や社会的意義
小児睡眠障害は有病率が25%とされ、稀な疾患ではない。親を含めた睡眠環境は小児の睡眠に影響を与える外的
要因とされ、親子の睡眠の質は相互関係にあるため、その質の改善は意義が大きい。健康行動や知識も睡眠に影
響を与える要素として重要で、2018年の日本人の平均睡眠時間は世界で最も短く442分とされる。しかし、この
睡眠時間は広く知られおらず、認知の歪みとして想定することが可能と考えた。小児の睡眠障害に対する認知行
動療法は国内外で広く活用されるが、ICTを用いて行うものはない。本研究では、ICTを用いた認知行動療法の手
法を取り入れた睡眠教育を提供するアプリケーション開発を行なったことに意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

小児の睡眠障害は少なくとも 25% 1-3)とされ、何らかの形で睡眠の困難さを経験し、決して稀な

疾患ではない。しかし、その認識は児童やその保護者、小児科医でも高くないと注意が喚起され

ている。睡眠に影響を与える要因は大別して、内的要因と外的要因に分けられる。4)例えば、先

行研究では児童のアレルギー・アデノイド・発達障害（自閉スペクトラム症）などの併存症が内

的要因として睡眠に影響すると指摘されている。また、親を含めた睡眠環境は外的要因とされ、

児童の睡眠に影響を及ぼす。5)親子の睡眠の質は相互関係にあり、親子の睡眠の質の向上は意義

が大きい。親の要素として、児においても同様であるが、健康行動や知識（リテラシー）も睡眠

に影響を与える要素として重要である。睡眠環境は他の家庭との比較が難しく相対的な評価が

難しい点において、それぞれの認知は多様である。経済協力開発機構によれば、2018 年の日本

人の平均睡眠時間は世界で最も短く 442 分とされる。しかし、この世界最短の睡眠時間は幅広く

知られているわけではなく、認知の歪みとして想定することが可能と考えた。また、この点につ

いて調査をした報告は少ない。教育領域における睡眠教育についての先行研究では、睡眠教育の

充実には、対象者へ正しい知識を平易に伝わることが重要とされる。6)また、小児の睡眠障害に

対する認知行動療法（CBT）は国内外でも広く活用され、近年ではインターネットを用いたイン

フォメーション アンド コミュニケーション テクノロジー（ICT）を用いて睡眠教育や双方

向性のアプリケーションの開発もされている。7) 本研究では、ICT を用いた認知行動療法（CBT）

の手法を取り入れた睡眠教育が睡眠障害の予防や睡眠障害に対しての有効性を検証する研究の

アプリケーション（以下：アプリ）の開発を実施し、以下の目的を検証する。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、 ICT を活用した小児睡眠障害に対する CBT 実用化である。 CSHQ は睡眠障害

の早期発見するために開発され、その日本語版（CSHQ-J）の標準化を完了し実装と実用化も副次

的な目的である。CSHQ-J を治療効果尺度として利用する ICT を活用した小児睡眠障害への CBT

の実施である。また、 従来の紙で行われていたアンケート研究と違い、 ICT は解析のためのデ

ータ入力の手間を解消し、 紙の印刷・手配・配送の時間を取られないなどの費用や時間の優位

性を検証することも目的としている。 

 

３．研究の方法 

１）CSHQ-J の標準化 

 CSHQ-J の標準化研究は、3158 名の児童を地方都市（人口 5 万人以下）から大都市（人口 100

万人前後）までの広い分布から 4歳から 12歳までの小児を対象にアンケートを実施し、久留米

大学小児科の睡眠障害として診療されている外来患者 51 名と比較分析を行うことで実施した。 

２）ICT 環境の構築を実施 

ICT コンテンツには, 睡眠に関わる教育資材、 睡眠障害に対する CBT 資料、 CSHQ−J 計算ツー

ル、 匿名化された情報を管理するシステムをそれぞれサーバ側のバックエンドシステムとフロ

ントエンドシステムとして構築する。 

３）先行研究と実用研究と比較検証 

開発した ICT コンテンツの先行試験(パイロット・スタディー)を対象（30名）に行い, 睡眠に

関わる教育資材を用いた予防教育を実施する。 これにより、 予防教育による介入で睡眠改善が

可能かを検証する。 その後、ICT を活用した睡眠障害に対する認知行動療法として、当院に受



診する睡眠障害の疑いの患者を対象に実施する。ICT を活用した睡眠障害に対する CBT の有用性

と実用性を評価する。また、紙媒体を用いて介入した場合の費用試算と ICT を活用した場合を比

較して、 低費用で導入実現可能である事を明らかにする。 

 

４．研究成果 

１）CSHQ-J の標準化   (Fig1) 

 標準化研究は先行研究として、完遂し国

際的なコンセンサスを得るため、論文投稿

を実施し 2022 年 6 月に Brain and 

Development に論文掲載が決定された。こ

れに伴い、CSHQ-J を元に設計された様々な

研究の基礎に繋がったと考える。分析によ

り日本人の小児睡眠障害を疑うカットオ

フ値は海外の 41点より高い、48 点である

ことが判明した。（Fig１） 

 

２）ICT 環境の構築を実施             （図１バックエンドシステム仕様） 

サーバ側のバックエンドシステムとして、

CSHQ−J 計算ツール、 匿名化された情報を管

理するシステム（図１）を、フロントエンド

システムとして、睡眠に関わる教育資材、 睡

眠障害に対する CBT 資料を親子で読むゲー

ミフィケーションの概念を取り入れたゲー

ムブックとして構築することができた。 

（図 2〜4）   

図 2 CSHQ-J 計算システム     図 3 フロントエンドシステム   図 4フロントエンドシステム 

教育資材の一例     アプリのホーム画面 

 



３）パイロット研究・実用研究と比較検証 

 2019 から 2020 までにシステム構築を済ませ、目的とする実証を予定していたが新型コロナウ

イルス感染流行に伴い臨床エフォートの増加と研究承認を受けたのちのリクルートに難渋しパ

イロット研究の段階でシステムを維持運用している状態となった。先行研究の紙媒体の費用面

との比較については、システムサーバのドメイン維持に年間２〜３万円で維持可能で、入力デー

タ出力には費用を必要としない。そのため、紙媒体でおこなっていた研究は印刷からアンケート

配布・回収、データ入力に半年かかるが、構築したシステムについてはすぐに利用可能な状態で

あり、入力データについては即時回収可能である。また、費用については印刷とデータ入力の委

託におよそ 100 万円を必要としたが、構築費用に研究費の大部分を使用したため、単純な比較は

できないが維持費用は数万円のコストで可能となった。 
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